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１　令和５年度３月補正予算の特徴

　今回の補正予算は、一般会計が3億9,739万7千円の減額、特別会計（4会計）が合

計で1,612万3千円の減額、企業会計（2会計）が2億7,494万1千円の減額で、各会計

合わせて6億8,846万1千円を減額するもので、全会計の累計額は457億4,659万1千

円、前年度同期と比べ2.2％の減である。

　やすらぎ聖苑指定管理料、戸籍住民基本台帳システム改修事業、国の補正予算に

伴う令和6年度事業の前倒し（地籍調査事業）、普通交付税追加交付額のうち臨時財

政対策債償還財源分の減債基金への積立等について、必要となる費用を増額してい

る。

　また、各会計・事業において決算見込を踏まえた予算の減額等を行うとともに、

介護保険特別会計及び水産物地方卸売市場事業特別会計に対する繰出金について予

算を計上している。
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２　補正予算 総括表（３月定例会）
(単位:千円)

当初予算額 今回補正額 合計 前年度同期額 増減率

A B (A-B)/B

21,298,251 2,727,153 △397,397 23,628,007 25,311,970 △6.7％

国 民 健 康 保 険 事 業 5,216,313 △2,160 △15,500 5,198,653 5,232,372 △0.6％

4
0

4 後 期 高 齢 者 医 療 665,121 △59 0 665,062 672,933 △1.2％

介 護 保 険 4,559,390 85,473 1,527 4,646,390 4,710,490 △1.4％

介 護 サ ー ビ ス 事 業 18,258 720 - 18,978 18,247 ＋4.0％

日 土 財 産 区 944 - - 944 944 0.0％

駐 車 場 事 業 69,353 3,124 - 72,477 41,079 ＋76.4％

水産物地方卸売市場事業 86,030 - △2,150 83,880 69,925 ＋20.0％

港 湾 整 備 事 業 85,572 127 - 85,699 309,439 △72.3％

計 10,700,981 87,225 △16,123 10,772,083 11,055,429 △2.6％

合計 31,999,232 2,814,378 △413,520 34,400,090 36,367,399 △5.4％

収 益 的 支 出 1,626,022 20,908 △12,900 1,634,030 1,643,252 △0.6％

資 本 的 支 出 1,492,244 △4,967 △86,606 1,400,671 1,364,379 ＋2.7％

計 3,118,266 15,941 △99,506 3,034,701 3,007,631 ＋0.9％

収 益 的 支 出 895,173 92 - 895,265 881,952 ＋1.5％

資 本 的 支 出 858,959 257,435 △175,435 940,959 579,812 ＋62.3％

計 1,754,132 257,527 △175,435 1,836,224 1,461,764 ＋25.6％

収 益 的 支 出 22,184 209 - 22,393 20,227 ＋10.7％

資 本 的 支 出 24,749 - - 24,749 39,137 △36.8％

計 46,933 209 0 47,142 59,364 △20.6％

収 益 的 支 出 5,065,976 15,434 - 5,081,410 5,127,056 △0.9％

資 本 的 支 出 613,506 733,518 - 1,347,024 747,898 ＋80.1％

計 5,679,482 748,952 0 6,428,434 5,874,954 ＋9.4％

合計 10,598,813 1,022,629 △274,941 11,346,501 10,403,713 ＋9.1％

総合計 42,598,045 3,837,007 △688,461 45,746,591 46,771,112 △2.2％

前回までの
補正額

一
般
会
計
・
特
別
会
計

一 般 会 計

特

別

会

計

企
業
会
計

下
水
道

水
道

簡
易
水
道

病
院

区 分

（歳出ベース）（歳出ベース）（歳出ベース）（歳出ベース）（歳出ベース）（歳出ベース）
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３ 補正予算の主要な事業
（単位：千円）

補正額

［エネルギー価格・物価高騰対策事業］

やすらぎ聖苑指定管理料 501

［新時代に対応したまちづくり］

戸籍住民基本台帳システム改修事業 2,827

［産業振興の取り組み］

地籍調査事業（国補正予算への対応） 113,750

［その他の取り組み］

減債基金積立金 44,917

水産物地方卸売市場事業特別会計への繰出金 26,759

［その他決算見込等］

扶助費（生活保護費） △50,000

文化会館ゆめみかん大規模改修事業 △40,500

扶助費（児童手当費・児童扶養手当費） △38,000

新型コロナウイルスワクチン接種事業 △36,200

道路橋梁災害復旧事業 △27,405

第二建設残土処理場築造事業 △21,000

事業名
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４　補正予算の主要な事業の概要

1　事業内容及び事業費等は次のとおりです。
2　事業費等の金額については千円単位です。

［エネルギー価格・物価高騰対策事業］
事業名

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 501

［新時代に対応したまちづくり］
事業名 戸籍住民基本台帳システム改修事業

（2款）総務費　（3項）戸籍住民基本台帳費　（1目）戸籍住民基本台帳費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

2,827 0 0 0 0

［産業振興の取り組み］
事業名 地籍調査事業（国補正予算への対応）

（6款）農林水産業費　（1項）農業費　（13目）国土調査費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 80,439 0 0 33,311

［その他の取り組み］
事業名 減債基金積立金

（2款）総務費　（1項）総務管理費　（7目）減債基金費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 44,917

国の補正予算により、令和5年度の普通交付税として99,168千円が追加交付された。
追加交付額のうち44,917千円は、令和6、7年度の普通交付税で見込まれる臨時財政対策債の償還財源とし
て算定されたものであるため、減債基金へ積み立てて今後の起債償還に備える。

44,917

やすらぎ聖苑指定管理料
やすらぎ聖苑の指定管理料は、申請時（平成30年10月）に提案された収支計画を基に金額を算定してお
り、令和5年度は、電気料金高騰の影響で計画と実績に大幅な差が生じている。施設の適正な運営管理を
図るため、電気料金の計画上の支出予定額と決算見込額との差額（価格上昇分）を増額して指定管理料を
支払う。

　事業費　29,674千円（補正前予算額29,173千円、今回補正額501千円）

予算科目 （4款）衛生費　（1項）保健衛生費　（9目）葬祭施設費

補正額

補正額
財　　源　　内　　訳

2,827

補正額
財　　源　　内　　訳

地籍調査の経費について、国の補正予算に伴い、令和6年度の予定事業を前倒して予算計上する。

　事業費　122,360千円（補正前予算額8,610千円、今回補正額113,750千円）
（財源　地籍調査事業費負担金80,439千円：国1/2（県経由）、県1/4）

予算科目

予算科目

113,750

予算科目

補正額
財　　源　　内　　訳

戸籍法の改正に伴い戸籍に氏名の読み仮名の記載が義務付けられることから、戸籍住民基本台帳関連シス
テムの改修を行う。12月補正予算に計上した同事業の住基分について、仕様が変更されたことに伴いシス
テム改修費及び想定事業費（補助金）を変更する。

　事業費　22,517千円（補正前予算額19,690千円、今回補正額2,827千円）
（財源　社会保障・税番号制度システム整備費補助金（住基）国庫補助金2,827千円）

財　　源　　内　　訳

501
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事業名 水産物地方卸売市場事業特別会計への繰出金

（6款）農林水産業費　（3項）水産業費　（2目）水産業振興費

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

0 0 0 0 26,75926,759

水産物地方卸売市場では、物価高騰対策の一環として、施設使用料の3分の2を減免している。決算見込み
を踏まえた特別会計の財源不足を補填して収支を調整するため、繰出金を増額する。

　事業費　50,225千円（補正前予算額23,466千円、今回補正額26,759千円）
（今回補正額内訳：通常分12,999千円、減免分13,760千円）

予算科目

補正額
財　　源　　内　　訳
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５　特別会計及び企業会計補正予算の内訳

【特別会計】

国民健康保険事業（第3号）

保健事業費 県支出金

　特定健康診査等事業費 △15,500 　保険給付費等交付金 11,455

繰入金

　国民健康保険財政調整基金繰入金 △26,955

計 △15,500 計 △15,500

後期高齢者医療（第3号）

総務費

　一般管理費 △1,434

予備費

　予備費 1,434

計 0 計 0

介護保険（第3号）

総務費 繰入金

　認定調査等費 1,527 　その他一般会計繰入金 1,527

計 1,527 計 1,527

水産物地方卸売市場事業（第1号）

総務費 使用料及び手数料

　施設管理費 △2,150 　市場使用料 △13,760

諸収入

　雑入 △15,149

繰入金

　一般会計繰入金 26,759

計 △2,150 計 △2,150

特別会計合計 △16,123 特別会計合計 △16,123

（単位：千円）

歳出 歳入
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【企業会計】

下水道事業（第2号）

（収益的支出） （収益的収入）

営業費用 営業収益

　管渠費　 △900 　雨水処理負担金 △32,438

　処理場費 △12,000 営業外収益

　他会計負担金 △383,644

　他会計補助金 227,565

　雑収益 △900

（資本的支出） （資本的収入）

建設改良費 企業債

　管渠整備事業費 △1,800 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 △43,000

　ポンプ場整備事業費 △20,603 出資金

　処理場整備事業費 △62,000 　他会計出資金 177,619

　固定資産購入費 △2,203 補助金

　国庫補助金 △46,800

分担金及び負担金

　工事負担費 △1,300

計 △99,506 計 △102,898

水道事業（第2号）

（資本的支出） （資本的収入）

建設改良費 企業債

　配水設備改良費 △175,435 　上水道事業債 △46,900

補助金

　国庫補助金 △70,174

出資金

　一般会計出資金 △58,400

計 △175,435 計 △175,474

企業会計合計 △274,941 企業会計合計 △278,372

（単位：千円）

支出 収入
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６　その他の補正事項

（１）繰越明許費補正

【一般会計】

（追加）
（単位：千円）

事業 金額

２ 総務費 １ 総務管理費 八幡浜みなっとトイレ改修事業 4,476

２ 総務費 １ 総務管理費 民間賃貸住宅整備促進補助金 52,800

２ 総務費 ３
戸籍住民基本
台帳費

戸籍住民基本台帳システム改修事業 22,517

３ 民生費 ２ 児童福祉費 子育て世帯臨時特別給付金給付事業 302

４ 衛生費 ３ 上水道費 上水道未普及地域解消事業出資金 40,300

４ 衛生費 ３ 上水道費 上水道老朽管更新（耐震化）事業出資金 7,800

６ 農林水産業費 １ 農業費 国木地区環境概査事業 473

６ 農林水産業費 １ 農業費 地籍調査事業 114,280

６ 農林水産業費 ２ 林業費 南予産材利用木造住宅建築促進事業補助金 3,705

６ 農林水産業費 ２ 林業費 林業振興等に係る事業費補助金 300

８ 土木費 １ 土木管理費 損害賠償請求事件費用 1,150

８ 土木費 １ 土木管理費 木造住宅耐震改修工事費等補助事業 1,050

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 道路トンネル長寿命化修繕事業 19,000

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 市道柏木線道路横断暗渠改修事業 3,000

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 市道大平高野地線道路改良事業 74,900

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 社会資本整備総合交付金による道路改良事業 45,650

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 市道日之地須川奥線道路改良事業 18,300

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 市道田之窪榎野線道路改良事業 6,060

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 市道大峠線道路改良事業 5,110

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 市道千代田築港１号線外１線道路改良事業 17,999

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 市道穴井真網代線山留擁壁改良事業 2,800

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 橋梁長寿命化修繕事業 141,855

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 がけ崩れ防災対策事業 37,990

８ 土木費 ３ 河川費 神越地区水路整備事業 5,900

８ 土木費 ３ 河川費 須田地区排水路改修事業 2,000

８ 土木費 ３ 河川費 上泊地区水路改修事業 6,900

８ 土木費 ３ 河川費 奥地区水路改修事業 5,526

款 項
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事業 金額

８ 土木費 ５ 都市計画費 都市防災総合推進事業 19,186

８ 土木費 ５ 都市計画費 八幡浜市公園施設長寿命化計画策定事業 8,000

９ 消防費 １ 消防費 川上分団１・２部消防詰所建替事業 28,845

９ 消防費 １ 消防費 日土町榎野地区防火水槽築造事業 8,431

１０ 教育費 ５ 社会教育費 旧図書館保存活用事業 11,665

１０ 教育費 ５ 社会教育費 川之石地区交流拠点施設みなせ第２駐車場整備事業 6,828

１１ 災害復旧費 ２
農林水産業施設
災害復旧費

農地災害復旧事業 4,180

１１ 災害復旧費 ２
農林水産業施設
災害復旧費

農業用施設災害復旧事業 12,000

１１ 災害復旧費 ３
公共土木施設
災害復旧費

道路災害復旧事業 15,129

１１ 災害復旧費 ３
公共土木施設
災害復旧費

市道双岩南久米線道路災害復旧事業 30,000

１１ 災害復旧費 ３
公共土木施設
災害復旧費

市道榎峠合田線道路災害復旧事業 5,274

１１ 災害復旧費 ３
公共土木施設
災害復旧費

公共土木施設（道路）災害復旧事業（国補） 60,000

１１ 災害復旧費 ３
公共土木施設
災害復旧費

公共土木施設（河川）災害復旧事業（国補） 6,000

857,681合計（40件）

款 項
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（２）債務負担行為補正

【一般会計】

（変更） （単位：千円）

当該年度分

【下水道事業会計】

（変更） （単位：千円）

当該年度分

当該年度分

【水道事業会計】

（廃止） （単位：千円）

当該年度分

※限度額には、当該年度分の予算計上済額を含まない。

八幡浜市浄配水場等運
転管理業務委託料

令和６年度から
令和７年度まで

44,880

Ｒ５

事　　項

Ｒ６～７ 44,880

全　体 67,320

全　体 986,000

271,000

58,000

参　　考

330,600

Ｒ６～７ 655,400

22,440

期間 限度額

神越ポンプ場建設工事
（土木・建築）

Ｒ５

Ｒ６ 213,000

全　体

事　　項
変更前 変更後

参　　考

八幡浜浄化センター改
築（ストックマネジメ
ント）工事

事　　項 参　　考
変更前 変更後

137,682
小中学校校務支援用パ
ソコン・サーバ機器
リース料

121,464

限度額 限度額期間 期間

全　体

338,000 213,000

Ｒ５

限度額 限度額

636,000 655,400

142,430

4,748令和６年度
から

令和10年度
まで

令和６年度
から

令和９年度
まで

Ｒ６～10137,682

Ｒ５
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７　投資的事業実施計画

事業費

Ａ 人件費 その他

【港湾】

港湾建設事業事務費 △444 0 △444 0 △444 0 0

港湾　計 △444 0 △444 0 △444 0 0

【漁港・水産】

水産物供給基盤機能保全事業 △2,000 △2,000 0 0 0 △1,200 0

漁港・水産　計 △2,000 △2,000 0 0 0 △1,200 0

【道路橋梁】

橋梁長寿命化維持修繕事業 △26,145 △26,145 0 0 0 0 0

市道大平高野地線道路改良事業 △4,500 △4,500 0 0 0 0 0

道路橋梁　計 △30,645 △30,645 0 0 0 0 0

【農林】

県営基幹農道整備事業負担金(八幡浜中央4期地
区）

△1,667 △1,667 0 0 0 0 0

県営水利施設等保全高度化事業負担金（高野地
地区）

△1,180 △1,180 0 0 0 0 0

県営水利施設等保全高度化事業負担金（保内地
区）

△4,750 △4,750 0 0 0 0 0

県営農地耕作条件改善事業負担金（真穴第3地
区）

△6,090 △6,090 0 0 0 0 0

団体営農地耕作条件改善事業負担金（真穴第2
地区）

△700 △700 0 0 0 0 0

農林　計 △14,387 △14,387 0 0 0 0 0

【消防】

詰所建替工事（喜須来分団1・2部） △105 △105 0 0 0 0 0

小型動力ポンプ積載車購入事業（磯津１部、喜
須来２部）

△4,000 △4,000 0 0 0 0 0

消防　計 △4,105 △4,105 0 0 0 0 0

事業名

内訳 Ａの財源内訳

工事費 事務費
うち

国庫支出金 県支出金

12



（単位：千円）

0 0 0 △444 旅費

0 0 0 △444

△800 0 0 0 △2,000 国0.6
大島漁港機能保全計画策定(水産物供給基盤機能保全事業費補
助金)(過疎対策事業債)

△800 0 0 0

△26,100 0 0 △45
橋梁修繕詳細設計6橋、橋梁修繕5橋(道路メンテナンス事業補
助金)(過疎対策事業債)

△4,500 0 0 0
道路改良L=110ｍ W=4ｍ、電柱移転補償金(防災・安全交付
金)(過疎対策事業債)

△30,600 0 0 △45

△1,700 0 0 33
道路工ほか　事業費300,000千円　負担率1/6(過疎対策事業
債)

△600 0 0 △580
用水路新設　事業費44,100千円　負担率10％(公共事業等債）
(地元負担金)

△2,400 0 0 △2,350
ファームポンドから制御室までの施設更新　事業費13,000千
円　負担率15％(公共事業等債）(地元負担金)

△6,100 0 0 10
制御室から先の末端施設更新　事業費109,100千円　負担率
10％(過疎対策事業債）

△700 0 0 0 マルチドリップ施設整備　事業費600千円　負担率10％

△11,500 0 0 △2,887

0 0 0 △105 用地購入、地盤調査等（緊急防災・減災事業債）

△4,000 0 0 0 小型動力ポンプ積載車2台購入（緊急防災・減災事業債）

△4,000 0 0 △105

Ａの財源内訳
国県補助基

本額
補助率 事業内容

地方債
分担金負担
金、寄附金

その他の特
定財源

一般財源

13



事業費

Ａ 人件費 その他

事業名

内訳 Ａの財源内訳

工事費 事務費
うち

国庫支出金 県支出金

【その他】

みかんの里宿泊・合宿施設外壁改修工事 △280 △280 0 0 0 0 0

保育所補修事業 △4,400 △4,400 0 0 0 0 0

児童センター補修事業 △4,400 △4,400 0 0 0 0 0

障害者施設いきいきプチファーム改修事業 △1,109 △1,109 0 0 0 0 0

第二建設残土処理場築造事業 △21,000 △21,000 0 0 0 0 0

その他　計 △31,189 △31,189 0 0 0 0 0

普通建設事業　計 △82,770 △82,326 △444 0 △444 △1,200 0

一般会計　合計 △82,770 △82,326 △444 0 △444 △1,200 0

14



（単位：千円）

Ａの財源内訳
国県補助基

本額
補助率 事業内容

地方債
分担金負担
金、寄附金

その他の特
定財源

一般財源

△200 0 0 △80 外壁改修工事（過疎対策事業債）

△4,400 0 0 0 保内保育所外壁塗装工事等

△4,400 0 0 0 保内児童センター外壁塗装工事

0 0 △911 △198
空調設備更新工事、電話設備更新工事、車両購入ほか（過疎
対策事業債）（施設整備事業債）（コミュニティ助成事業）

0 0 △40,194 19,194
盛土工、代替え水路工等（一般単独事業債）(建設残土処理場
使用料)

△9,000 0 △41,105 18,916

△55,900 0 △41,105 15,435

△55,900 0 △41,105 15,435
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８　一般会計補正予算（第１０号）　歳入の状況

(単位:千円)

1 市税 3,238,700 - 169,221 3,407,921 

2 地方譲与税 125,000 - - 125,000 

3 利子割交付金 2,000 - - 2,000 

4 配当割交付金 10,000 - - 10,000 

5
株式等譲渡所得割交
付金

10,000 - - 10,000 

6 法人事業税交付金 40,000 - 25,891 65,891 

7 地方消費税交付金 730,000 - - 730,000 

8 環境性能割交付金 6,000 - 2,499 8,499 

9 地方特例交付金 10,000 - 5,813 15,813 

10 地方交付税 7,600,000 514,900 63,773 8,178,673 

11
交通安全対策特別交
付金

2,000 - - 2,000 

小計（1～11） 11,773,700 514,900 267,197 12,555,797 

12 分担金及び負担金 465,708 4,127 - 469,835 

13 使用料及び手数料 436,840 - △40,194 396,646 

14 国庫支出金 1,860,815 1,126,683 △124,505 2,862,993 

15 県支出金 1,360,150 89,091 30,400 1,479,641 

16 財産収入 50,570 162,732 △360 212,942 

17 寄附金 2,013,717 400,000 - 2,413,717 

18 繰入金 1,715,073 △869,448 △303,915 541,710 

19 繰越金 1 808,431 - 808,432 

20 諸収入 495,877 104,413 △5,220 595,070 

21 市債 1,125,800 386,224 △220,800 1,291,224 

21,298,251 2,727,153 △397,397 23,628,007 合　計

区分 当初予算額 前回までの補正額 今回補正額 合計
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９　一般会計補正予算（第１０号）　歳出の状況

【性質別】 （単位：千円）

当初予算額
前回までの

補正額
今回補正額 合計

1 人件費 3,566,863 △44,564 8,253 3,530,552 

2 物件費 3,759,347 203,518 △79,279 3,883,586 

3 維持補修費 465,685 23,000 △40,650 448,035 

4 扶助費 2,345,720 42,065 △94,150 2,293,635 

5 補助費等 5,738,514 1,479,204 △74,330 7,143,388 

（6,7,8 投資的経費） (1,041,461) (595,929) (△128,270) (1,509,120)

6 普通建設事業 999,455 363,754 △82,770 1,280,439 

7 災害復旧事業 42,006 232,175 △45,500 228,681 

8 失業対策事業 - - - - 

9 公債費 2,611,858 △15,068 - 2,596,790 

10 積立金 41,887 410,000 44,917 496,804 

11 投資及び出資金 73,300 66,200 △58,400 81,100 

12 貸付金 208,186 - △3,774 204,412 

13 繰出金 1,415,430 △33,131 28,286 1,410,585 

14 前年度繰上充用金 - - - - 

15 予備費 30,000 - - 30,000 

21,298,251 2,727,153 △397,397 23,628,007 

【目的別】 （単位：千円）

当初予算額
前回までの

補正額
今回補正額 合計

1 議会費 153,334 △1,339 △741 151,254 

2 総務費 2,806,212 770,090 9,058 3,585,360 

3 民生費 6,457,589 874,114 △106,626 7,225,077 

4 衛生費 2,829,482 83,961 △134,849 2,778,594 

5 労働費 20,674 - - 20,674 

6 農林水産業費 1,269,388 134,230 75,633 1,479,251 

7 商工費 369,899 371,372 - 741,271 

8 土木費 2,171,361 263,226 △79,132 2,355,455 

9 消防費 771,484 △13,614 △10,501 747,369 

10 教育費 1,764,964 28,006 △101,334 1,691,636 

11 災害復旧費 42,006 232,175 △48,905 225,276 

12 公債費 2,611,858 △15,068 - 2,596,790 

13 予備費 30,000 - - 30,000 

21,298,251 2,727,153 △397,397 23,628,007 

区分

合　計

款

合　計

17



　エネルギー価格・物価高騰対策関連事業一覧表

Ａ国庫支出金 Ｂ臨時交付金

地域経済対策・事業者支援に関する事業

当初 6,370 0 0 0

当初 85,417 0 0 0

当初 1,176 0 0 0

当初 8,040 0 0 0

5月
臨時 15,250 0 15,250 0

5月
臨時 5,465 0 5,465 0

5月
臨時 13,323 0 0 13,323

5月
臨時 10,000 0 10,000 0

12月
追加 9,164 0 9,164 0

12月
追加 19,816 0 19,816 0

3月 501 0 0 0

174,522 0 59,695 13,323

生活維持のための支援に関する事業

4月
専決 35,655 35,655 0 0

やすらぎ聖苑指定管理料の増額

財源　　　内訳

交通事業者燃料価格高騰対策支援事
業補助金

漁業者支援事業費補助金

畜産配合飼料価格高騰対策緊急支援
事業（市事業）

畜産配合飼料価格高騰対策緊急支援
事業（県事業）

低所得の子育て世帯に対する子育て
世帯生活支援特別給付金給付事業

国　費
県支出金

保育所等給食食材価格高騰対策支援
事業

予算
時期

事業費事業名

漁業用燃油及び飼料高騰対策緊急支
援事業

水産練製品製造事業者物価高騰対策
緊急支援事業

介護・障害福祉施設等物価高騰対策
緊急支援事業

学校給食食材価格高騰対策支援事業

医療・福祉施設等食材費高騰対策緊
急支援事業

小  計
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（単位：千円）

0 0 6,370
燃料価格の高騰により深刻な経営状況にある交通事業者に対し、車両
保有台数に応じた額の補助金を交付することで、公共交通の運行継続
を支援し、市民の移動手段の維持確保を図る。【市独自】

0 0 85,417
水産資源の減少に加え、燃料価格の高騰によって厳しい状況が続いて
いる水産業を支援するため、漁業者が魚市場の卸売業者に支払う委託
手数料の2分の1を補助し、漁業者の事業継続を支援する。【市独自】

0 0 1,176
給食食材の価格高騰により影響を受けている民間保育所等5事業者に
対して、給食1食あたり20円を補助することで、児童への安定した給
食の提供と保護者の経済的負担の軽減を図る。【市独自】

0 0 8,040

給食食材の価格が高騰している中、栄養バランスと質・量を維持した
給食を提供して児童生徒の健やかな成長につなげるため、八幡浜市学
校給食会に対して、食材の価格上昇分として1食あたり20円を補助す
る。【市独自】

0 0 0

コロナ禍の負荷に加え、物価高騰の影響により運営費が増加し、厳し
い運営状況にある市内の介護施設・サービス事業者、障害福祉サービ
ス事業所等に対し、支援金を給付することにより、負担軽減を図り、
安定的なサービス提供を確保する。【市独自】

0 0 0

配合飼料の価格高騰により厳しい経営状況にある市内の畜産経営者に
対し、配合飼料価格安定制度の加入者積立金（飼料1トンあたり600
円）を補助することで、配合飼料価格上昇の影響緩和と経営安定化に
つなげる。【市独自】

0 0 0

愛媛県が実施する配合飼料価格高騰対策支援事業により、配合飼料価
格上昇の影響緩和と畜産経営の安定供給体制を維持するため、農家負
担増加額（飼料1トンあたり8,741円）の1/3相当（2,900円）を補助す
る。【県補助】

0 0 0
原油価格及び原材料・資材価格等の高騰により経営に支障をきたして
いる市内の水産練製品製造事業者に支援金を給付することで、伝統産
業の事業継続を支援する。【市独自】

0 0 0

物価高騰が長期化する中、食材費高騰の影響を受けながらも、サービ
ス維持に向け運営を続けている医療・福祉施設等に対し、支援金を支
給することにより負担軽減を図り、安定的なサービス提供を確保す
る。【市独自】

0 0 0
漁業用燃油及び養殖用配合飼料価格の高騰により厳しい経営状況にあ
る漁業者に対してセーフティーネット補填金に係る自己負担額の一部
を支援する。【市独自】

0 0 501
電気料金高騰の影響により指定管理者の施設運営が厳しい状況にある
ことを踏まえ、電気料金の価格上昇分を加味して指定管理料を増額
し、施設の適正な管理を図る【市独自】

0 0 101,504

0 0 0

食費等の物価高騰等に直面する低所得の子育て世帯に対して、児童扶
養手当受給者等又は住民税均等割が非課税等の子育て世帯を対象に児
童（原則18歳まで、障害児は20歳未満）1人あたり一律5万円を現金で
支給する。【全額国費】

財源　　　内訳

一般財源
事業内容

地方債 その他
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Ａ国庫支出金 Ｂ臨時交付金

財源　　　内訳

国　費
県支出金

予算
時期

事業費事業名

5月
臨時 183,260 0 183,260 0

5月
臨時 346,242 0 113,922 0

12月
追加 387,889 0 387,889 0

12月
追加 75,724 0 40,329 0

2月
臨時 130,370 0 130,370 0

1,159,140 35,655 855,770 0

1,333,662 35,655 915,465 13,323

※ エネルギー価格・物価高騰対策として、予算措置を伴う事業を記載しています。

国費のうちＢ臨時交付金（重点支援地方交付金）の充当は、各事業の不用額等に応じて組み替えを

行います。

合  計

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急
支援給付金給付事業(令和５年度分)

低所得者支援臨時給付金給付事業
（均等割のみ課税世帯及びこども加
算分）

小  計

子育て世帯への臨時特別給付金給付
事業

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急
支援給付金給付事業(令和５年度追
加分)

やわたはま生活応援商品券事業
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財源　　　内訳

一般財源
事業内容

地方債 その他

0 0 0
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得世帯（令
和５年度の住民税均等割非課税世帯）に対し、１世帯あたり３万円を
給付する。【全額国費】

0 0 232,320
物価高騰が市民生活に大きな影響を及ぼす中、消費の下支えを通じた
生活者支援及び地域商業の振興を図るため、１人あたり１万円分の商
品券を給付する。【市独自】

0 0 0
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得世帯（令
和５年度の住民税均等割非課税世帯）に対し、１世帯あたり７万円を
給付する。【全額国費】

0 0 35,395
食費等の物価高騰に直面し、影響を受けた子育て世帯に対し、実情を
踏まえた生活の支援を行うため、臨時特別給付金（１８歳以下の対象
児童１人あたり２万円）を支給する。【市独自】

0 0 0

個人住民税均等割のみの課税世帯に対し、１世帯あたり１０万円と児
童1人あたり一律５万円（基準日において18歳以下の児童）を給付す
る。また、既に給付を開始している住民税非課税世帯についても児童
1人あたり一律５万円を給付する。【全額国費】

0 0 267,715

0 0 369,219
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